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[要約}

最近、国が行っている道路整備事業のPI(ノtブリック・インボルブメント)プロセスが注目を集めている。

これは、 PIによる住民関与を進めることで、事業-の正当性を調達しようとするものであるc

アメリカではPIと住民参加は同義語として扱われ、 PIの熟度を尚めているが、わが国で、は、都市計画法に

よる手続きに入る前の事業構想段階から住民が関わる手法をとくにPIとして杭置付けており、都市計画での

住民参加プロセスのーっとして位置付けられて¥;、る。そして、 PIはまだ試行段階であるc 本稿では、このPI

や都市計画による住民参加の熟度を熟議民主主義の視点から分析する。

アーンステインの「住民参加のはしご|は、住民参加の成熟度を 8段|滑に区分して説明しており、住民参

加の熟度を図るうえで参考になるつ

イ"，市文:土、世故のレブユーリーと ~tJ集委f1 i"; に上る r，~， ;/é を吃けたものである
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ダールは手続き民主主義を重視し、多数決民主主義を尊重するが、サンスティンをはじめとした熟議民主

主義を論じる米国の学者は、多層の市民が参加し、相手に敬意を払い、お互いの意見を尊重しながら討論を

行い、政策上の妥協点を探ることを重視する。そして、議論を重ねることで住民参加の内容を高め、民主主

義を意味あるものにすることができると主張するc熟識を進めるに際しては「ク.ルーフ。の偏向化」やコスト

の問題などがあるが、こうしたことがあっても熟議民主主義を否定するものではないD

「住民参加のはしごjや熟議民主主義の理論を援用して、国土交通省(以下「国交省」と略称する)のPI

を見ると、 PIを行っても市民間で概して深い議論は巻き起こらず、市民力を発揮できる状態とはなっていな

い。つまり、行政が市民に行政計画などを周知するという「住民参加のはしごjの第 2、第 3段階と思え

る。

また、自治体における都市計画での計画提案、公聴会の市民意見の扱い、公聴会の設営などの例から見て

も「住民参加のはしごjの段階は低いと言えよう。

こうしたことから、先進的に住民参加に取り組んでいると言われる国交省であるが、熟議民主主義の視点

から分析すると必ずしも住民参加の内容を高めるものではないことが明白になった。しかし、実態調査によ

れば、行政職員は住民参加の重要性を認識している。そうしたことから、熟議民主主義的視点を行政現場に

提示する文脈において、住民参加の内容や質のための仕掛けづくりが期待できるのではないか、と考える。

[キーワード]

熟議民主主義、議論、住民参加のはしご、 PI、都市計画行政

(Abstract】

Now， plans for road construction with public involvcmcnt gain public attention. Itls purpose is to obtaining the justi-

fication. Dahl proposes the doctrine of proccdural dcmocracy that is best for aJl associations. On thc other hand， 

Sunstein and others agree the idea that deliberativc dcmocracy rcsts on argumentation. and takes place friendly in a 

doctrine of democracy depended on the constitution. 

But， there are problems that a group polarization poses the danger， and the up -front cost of citizen participation is 

not to be cheap. The Eight Rungs on a Laddcr of Citizcn Participation which Arnstein analyzed citizen participation 

may be helpful to know the degree of deliberativc argument. 

Thc Ministry of Land. Infrastructure and Transport (MLIT) has treatcd public involvement on urban planning 

processes， but they are not effective for the side of thc civilizing forces and discussions between public. So， these are 

dcgrees of the 2nd or thc 3叫 onthe ladder. 

In fact， when we consider the proposals of urban planning， trcatment of public opinion at public hearing and a汀angc-

ment of public hearing venue， we should be recognized the low degree of citizen participation. 

1 can clear up that PI of MLIT does not develop effective engaging in the discussion from the standpoint of delibera-

tive democracy. But， because of the reason that officers of urban planning recognize the importance of citizen participa-

tion， we could build the system promoting the contents and quality of citizen participation in context of giving the dem-

ocratic theory from the standpoint of dclibcrativc democracy. 

[Keywords] 

Deliberative Democracy， Discussion， Laddcr of Citizcn Participation， Public Involvement (PI)， Urban Planning 

Administration 
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しはじめに

1 .本稿の目的

住民参加は、政策形成に住民の意思を反映させ、正当性を調達し、民主主義を意味あるものとするシステ

ムとされ、生活世界のなかで創造都市構築に向けた仕掛けとして機能する可能性をそなえている 110 このよ

うな住民参加の機能を発揮させる条件をめぐる議論において、 1980年代以降アメリカでは「熟議民主主義

(Deliberative Democracy) J 21の視点が大いに注目されており、具体的に都市計画の住民参加の手法において

様々な工夫が加えられている。それに対し、わが国では、住民参加をめぐるそうした視点や工夫について十

分な研究が行われてきたとは言えない。

そこで、本稿は、住民参加の手法として最近国等における道路整備事業で注目されているパブリック・イ

ンボルプメント (PublicInvolvement :以下PIとする)や近年その改善を図っている都市計画制度における参

加制度をめぐり、具体的な事例の分析や都市計画行政職員の意識調査などに基づき、道路事業や都市計画に

おける住民参加の実態を熟議民主主義の視点を活用して明らかにするロ

2. PIの概念

(1 )先行研究

PIについては、これまで屋井他 [1996J、屋井他 [1997J、屋井他 [1998J、屋井 [2001J、松田他 [2000J、

松田他 [2002Jなど、多くの研究がある。

屋井他 [1996Jによれば、アメリカで先進的に取り組まれている円の概念とわが国で、使われている住民参

加とは必ずしも一致していないとされる。アメリカではPIとCitizcnParlicipationはほぼ同意味で使われてお

り、「広い概念の公衆が計画段階からその策定に参画するjとし寸表現が近い、とする。また、アメリカの

PIは計画のすべての段階で必要とされている、とも指摘している (pp.403-404)。とはいえ、屋井他 [1997J、

屋井他 [1998Jでは、アメリカのPIは多様であることも強調されている。

それに対し、わが国のPIは、都市計画の構想段階で導入される住民参加の手法とされており、都市計画法

上の住民参加手続きとは区分されている。また、 PIプロセスにおける手法はいまだ定まったものはなく、そ

れぞれのケースで多様に用いられている口

そこで、まず、都市計画や事業計画において、一般的な住民参加とPIが行われるようになった経緯を明ら

かにしておこう D

(2)都市計画法における住民参加

都市計画法の住民参加としては、まず、 1968年の新都市計画法の制定において公聴会制度が導入され、合

わせて、都市計画の案の縦覧、意見書の提出制度が規定されたD その後、 1980年改正では、地区計画の作成

に関する規定が新設された。これらの制度は、都市計画決定によって財産権の侵害を受ける住民の権利保護

という側面から規定されたものであった口

そして、 1992年の都市計画法改正において、市町村マスタープランの策定に関し、これまでの都市計画に

対する住民の関わりを変容させ、「公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるもの

とするJと規定した(18条の 2)。これは、これまでの任意開催の公聴会と並列して必置の公聴会を創設す

るものであり、住民参加の機会を拡大させた画期的な制度であった。

1996年に地方分権推進委員会の第 1次勧告が出されたが、一連の分権改革の流れに合わせて、都市計画中

央審議会は、 1998年1月に『今後の都市政策は、いかにあるべきか』の第 l次答申、また続いての2000年2

月に第2次答申を出し、都市計画決定プロセスでの積極的・主体的な住民参加を提言した。

これを受けて2001年5月に都市計画法が改正され、住民(利害関係人)から地区計画等の発案を申し出る

方法を条例で定めることのできる制度が創設された(都市計画法第16条第 3項)。続いて2003年 1月には
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「都市計画提案制度jが創設された(同法第21条の2-第21条の5)口この都市計画提案制度は、まちづくり

活動を行っているNPO、公益法人なども、一定の面積規模の一体的な区域について、区域内の3分の 2以上

の土地所有者等による同意を得て、都市計画の決定・変更の提案ができるという画期的な制度であった。

このように、国土交通省(以下「国交省jと略称)は、地方分権改革を背景に都市計画法を改正し、住民

の範囲や参加時期などについて先進的に住民参加手続きを整備してきたc

(3) PIの取り組み

一方、 1997年に旧建設省所管の道路審議会は、 21世紀の道のあり方について、 PI方式により広く国民の意

見を聴いた意見をもとにして「道路審議会建議jを発表した。ここでのPIとは、アンケート等さまざまな手

法で行う国民との対話とされている。

その後、 1999年1月に旧建設省は fコミュニケーション型国土行政の創造に向けてjを発表し、第11次道

路整備五ヵ年計画策定において初めて採用したPI方式を積極的に活用するという指針を明らかにしたc

つまり、計画段階から基礎的情報を国民に提供し、行政ニーズを把握した上で多肢にわたる行政計画を提

示し、そして、公聴会などを適切に運用しながら国民と行政とのコミュニケーションを通じて社会的な合意

形成を図る、というものであった。

さらに、 2001年10月に国交省道路局に設置した「道路計画合意形成研究会J(座長 磯部力 東京都立大

学法学部教授)は「提言書一構想段階における新たな計画決定プロセスのあり方についてーjを発表し、計

画の必要性と個々の利害調整の内容を区別して議論する必要を指摘し、計画の構想段階から計画段階に至る

各段階で、PIを導入することを提言した。そして、 PIの効果的・具体的運用のガイドライン制定を求めた。

これを受け、 2002年8月に道路局に設置した「計画決定プロセスの透明化j研究会(座長 家田仁 東京

大学大学院工学系研究科教授)は、構想段階における公益性の確保に向け、透明性が高く、客観的かっ公正

な計画決定プロセスを実現するため市民参画を進めるとし、概略計画や代替案の提示、円の進め方の周知、

市民等の意見把握・公表、中立的な立場での第三者機関等の関与、といったPIプロセスを示した D

そして2003年6月に、国交省は、構想段階から全所管事業のうち必要とする事業には積極的に住民参加を

取り入れるとし、 4ページほどの「国土交通省所管の公共事業の構想段階における住民参加手続きガイドラ

インjにまとめ、直轄事業及び公団等事業の事業者に通知した。その内容は2002年8月の道路局によるガイ

ドラインと同旨である。

このように、旧建設省・国交省は、都市計画手続きに入る前段階の構想段階からPIを導入し、都市計画手

続きに入った後は、法律上の住民参加手続きによる、といった住民参加の枠組みを実務国で「先進的にj整

備してきたむ

とはL、え、 PIを進める取り組みは様々であるつ PIを導入している道路整備事業として、例えば、関東地区

では東京外かく環状道路、横浜環状北西線、恩田元石川線があり、また、関西地区では京奈和自動車道大和

北道路、大阪湾岸道路(西伸部)、大阪都市再生環状道路-淀川左岸線延伸部等が挙げられるが、その手法

は統ーされていない。

(4)米国オレゴン州におけるPI

ところで、アメリカでは、 1969年制定の国家環境政策法 (NationalEnvironmcnt Policy Act : NEPA)が環境

影響評価策定過程で、また、 1991年制定の総合陸上輸送効率化法(IntermodalSurfacc Transportation 

Efficiency Act : ISTEA)が計画の策定過程でPIの導入を義務つeけた。そして、 1996年に連邦政府道路局と同

運輸局は、道路・運輸整備計画に対しPIを求め、 1Public lnvolvemcnl Tcchniques for Transportation Decision-

making 1:1 のマニコ.アルを各行政機関に示した。

それは、 PI手法を 4草14中項目に分類したもので、 1項目当たり約10ページ程度使用して有益性、有用性、

効果などを詳細に、具体的に説明している。 PIの方策として、マイノリティも含めた多くの市民が参加でき
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る体制の整備、また、フェイス・ツウ・フェイスで議論ができるような環境の設定、住民の意見が出やすい

プログラムや住民参加を高める特別のテクニ yクの使用などに及んで記述している。

これを受け、各州政府や下級行政機関は多様な形でPIをシステム化している c

例えば、都市の成長管理政策をとり、 PIシステムを充実させてきたオレゴン州政府、広域行政圏メトロ、

そして同じメトロ問内の最大都市ポートランド市を例にとれば、各行政機関は行政規則、上位計画や市慾章

などで規範としてのPIを制定している(図 1参照)。

(PIの規程)
Public Involvcmcnt Tcchniqu巳S
for Transportation DccislOri-making 
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図 1 行政機関と円規程
c作者作凶)

またそこでは、参加しやすい会合の開催に窓を用い、有用な情報を提供し、 PI評価を求めるなど様々な面

にわたって広範囲の市民がデスカッションを盛んに行うことができるような工夫を詳細に記述している。

屋井 [2001]は、アメリカのPIの特徴として、 PIを地域のマスタープラン段階から導入していること、全

ての住民に能動的に情報を提供し、積極的な関与を求めていること、これは判例上も重視されていること、

事業効果と評価が環境影響評価手続きにおいてなされ、住民合意が大きな意味を持つことなどを指摘してい

る (p.210)。

アメリカにおけるPIにしろ、わが国のPIにしろ、住民がコミュニケーションを通じて議論の熟度を高め、

住民合意に成功すれば、行政には客観的妥当性のある計画として「正当性 (justification)Jや「正統性

( lcgitimacy ) J I の調達が期待できるだろう c

そこで以下では、アメリカで~~~~義民主主義の観点から住民参加のあり方が議論されていることに着目し、

アーンステインの「住民参加のはしごJを参考にしながら、住民参加の意味、枠組みについて考察したい。

ll. i住民参加のはしごJ8段階

社会学者のアーンステイン (She汀YR. Arnstcin)は、今から約40年程前に発表したAmstein[1969]で住民

参加の形態を悶2のように8段階に分類した (pp.216-224)。

これは、多民族国家であるアメリカが抱える人種、民族、イデオロギ一、政治的対立を背景にした陰の部

分を見据えながら、無産階級者の参加を視野に入れて、民主主義を意義あるものとするために住民参加の熟

度を分析したものである。

アーンスティンによれば、第 1段階(操作)は、有力者との協働関係においてゆがみがある段階であり、

参加の段階ではない、と言う。また、第2段階(治療)は、真の参加lであるかのように装った段階で、これ

は、民族差別や不利益を受けているというた「病理|を変えるというより治療するといった程度で、あり、こ



44 創造都市研究第3巻第 1号(通巻3号) 2007年5月

Citizen control 

Del egated p側 er

Partnership 

8 fl民団正

7 ili民代表犠
D自greesof c i t i zen power 

6 協{動

市民権

Placation 

Consu I tat i on 

Informi ng 

5 l削!?

T I !y，:ft 
Degrees of tokeni sm 

形式主縫

3 告知

Therapy 

Nanipul ati on 

2 治療 ;ト Nonpart i c i pat i on 

l 織作
不参加

図 2 r住民参加のはしごJ8段階
tH Ø'~ : Amstein [1969] 

れも参加の段階ではない、と言う。そして、第3段階(告知) ・第4段階(協議)は行政が無産階級者の声

を聞く程度で、市民側も現状変化を求めて動くだけの力がないといった程度の形式的な段階であり、第5段

階(説得)は、有力者には決定権が留保され、無産階級者も発言が認められているように、第3、第4段階

よりもう少し進んだ形式的な段階である、と言う。そして、高位の第6段階(協働) ・第7段階(市民代表

権) ・第8段階(市民主導)は意思決定に関与する市民権と言えるレベルである、と言う。

つまり、第6段階は地元の有力者と交渉する段階であり、第7段階と第8段階は、無産階級者が意思決定

に関与する多数派としての地位や全ての運営権を取得する最高レベルの段階である、と述べているD

なかでも、アーンステインは、第8段階(市民主導)では、資金提供機関との中継を行わないネイバーフ

ッド公社のような生産や社会福祉活動を行っている団体をモデルとしており、具体例として、ノンプロフィ

ットがショッピングセンターと住宅との複合建築物の建設によって地域の経済発展計画を策定するなどの数

例をあげている seD 彼女は、無産階級者が行政と協働してこうした政策に取り組む段階を市民主導の市民参

加と位置付けた。

この研究は、今日とは時代背景が違うとはいえ、現在取り組まれている住民参加の熟度を図るうえで参考

になるだろう。

ただ、 PIは意見集約を図るプロセスにおけるデスカッションのあり方を基軸においていること、そして、

住民参加の内容・質を高めながら、民主的に創造的なまちづくりに取り組んでいく手法であることを踏まえ

ておく必要があろう。

次章では、最近大いに注目されている熟議民主主義の概念を明らかにしながら、住民参加のプロセスにお

いてコミュニケーションを高めることの窓義について考えてみたい。

m.熟議民主主義

1 .熟鵠民主主義の概念

アメリカでは行政の意思決定過程や帰結をめぐって様々の学説がある 600 そのなかの一つ、「多元主義理

論jは、政治学者ダール (RobertA. Dahl) が、行政機関は多元的な利益集団相互の競合の中で妥協を図る

ことから、民主主義の内容を高めるためにはプロセスが重要であると主張しているものである 7io

Dahl [1998Jは、デモクラシーの手続きにおいて、集団(association) を運営する過程で、従わなければな

らない規準 (criteria) として、①「実質的な参加J、②「平等な投票J、③「正しい知識・情報による理解j、

③「アジェンダ(議題)の調整j、⑤「成人の包括的参画jといった 5つの条件を最低満たすことが必要で

ある、と説く。

そして、①と②が満たされれば狭義の手続き民主主義の状態であり、それに③が加わればデモス(決定に
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よって直接間接の影響を受け、共同決定という欲求をもっ成人けが集団にとっての問題点を知る機会を持

つ点で、④が加わればテeモスによるアジェンダのコントロールの関係で、それぞれ完全な手続き民主主義で

あり、⑤が加わることで完全な手続き民主主義となる、と主張する (pp.37-45)。

つまり、住民が平等に、そして実質的に参加できる行政システムにおける決定には、多数決民主主義が尊

重されるとする‘~

ただ、この主張に対し、岡田 [2000] は、ダールの言うブルーラリズムを rr同質性の枠のなかでの多様
性Jを意味するものでしかなしづと批評し (p.l98)、常岡 [2002]は、行政過程での参加者は広い範囲で想

定されているが、関与するのは利益集団者であり、その意味では限定的範囲となっている、と指摘している

(p.194)。

こうした[多元主議論jの見解に対し、政治学者・哲学者のハーパーマス(JurgenHabcrmas) は、 1992年

に協(討)議政治 (DclibcrativePolitik)の理諭を展開し、協議政治の発展には、相手をおとし入れようとす

る戦略的コミュニケーションではなく、討議倫理に基づいて合意を図ろうとするコミュニケーションが重要

であるとして、ラデイカル・デモクラシィを主張している1HC 

アメリカの憲法学者サンステイン (CassR. Sunstein) は、 Sunstein[1993]のなかでこの理論を評価し、

熟議民主主義論を展開している (pp.19-20)。これは、「公民的共和制i満jとして分類されるもので、利害

関係者間の「討議jを経て行政の意思形成がなされることを重視する理論であるllo つまり、サンステイン

は、熟議民主主義の慨念は I自由な共和主義」 ・「南北戦争」 ・|憲法的制度のニューデイール改革jとい

った 3つの淵源によっており、熟議民主主義はアメリカの共和主義の歴史と関連している、と言う

(pp.134一141)。

加えて、 Sunstcin[2001]は、グループによる偏向化現象を見ると、熟議は単純なものであり、あるいは

明確なものであるとする見解については疑問が起きるであろうが、熟議は多くの;場面において妥当化される

ものである、とも述べている。そして、議論を通じて疑問点をtUすことでことの真実、正しい答えが見えて

くるものであるし、熟議はそれに到達する抗普-の道である、として"、る (p.4l)。

こうした点を政治学者エルスター(JonElstcr) は、 Elstcr[1998] において、決定によって影響を受ける

全ての人たちが参加すれば正しい決定行為がなされるという考えは一般的に認められるだろうし、これが民

主的要素であるとする。また、合理性と不偏不党性を理解する参加者により議論し、下された決定も一般的

に認められるだろうし、これが熟議の要京であると説明するつそして、熟議民主主義は、討論に基盤をおい

ているのであり、それも、単に討論の子続きを進めると言うことではなく、討論によって決定が正当化され

るべきであると~，寸考えに基づいていると古う (pp.8-9)c

この点に関 L、Gutmannand Thompson [1996] (政治学者AmyGlItmann、政治哲学者DcnnisF. Thompson) 

は、簡単に言えば、とi祈りを入れて、民主的市民が、正当な合;立に!IiJけて議論のできるときは他者と議論す

るし、それができないときはお互いの敬意を保持するのが熟議である、と説明している。そして、熟議民主

主義の概念は、熟識を規定する主要な条件である I相互性J. r公1m'l笠1・I説明子t任jと、熱識の内容の
鍵となる構成要素である I基礎的 (basic) 自由j、I基礎的機会j、I公平な機会」の 6つの原理からなって

おり、自由意思や人類平等の考えを含んだ広い道徳概念であると監理している (p.348)1210 

つまり、相互性・公開性・説明責任は熟議の要素をもち、熟議のプロセスやその結果は、自由と機会の原

理を尊重する社会的文脈において正当化されるし、自由の原理は可能なm!i)平等を尊重する環境においても
たらされるものである、と述べている(1"Jp.349)。

そしてこれを受け、 YOllng[1999] (政治学・哲学者IrisM. Young)は、 I相互性の原理jは討論において

他の人の意見を受け入れる原理であり、|公開性の原理Jは見解を公共の場で発言することのできるもので

あり、「説明責任の原理Jは他者の前に討論者や意思決定者の立場や決定の正当性を示すものである、と述

べている (p.152)。

また、「基礎的自由jとは、意見表明、集会、テ'ユープロセス(適正手続)、活動などの通常の政治的・市
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民的自由を含み、「基礎的機会jとは、社会の全ての人が最低限の文化的生活を営むに必要な物資や教育を

保証するべきことをいい、「公平な機会の原理jとは、全ての人が高い収入や地位を得るために公平な競争

の機会を持つべきことをいう、としている(同p.152)0 

そして、熟議民主主義の理論は決定行為の正当性 (justice) よりむしろ正統性 (legitimacy)の検証である、

と説いている(同p.157)。

もっとも、この点についてSunstcin[1999]は、この熟議民主主義は、それ自体が多くのものに関係する

ことから、基礎的自由、基礎的機会、公平な機会の原則のみに熟議民主主義との関係を認めることには疑問

を投げかけており、熟議民主主義の本質は、熟議民主主義は可能でないという議論は除いて、諸々の民主的

原理や手続きを(組み入れるために)最高に取り入れられたものである、と言っている (p.l48)c 

2.熟議民主主義の枠組み

ところで、 Kathiand Coopcr [2005]は、ロスアンゼルス市で自ら行ったフォーラムの経験を通して、市

民参加に向けた熟議的アプローチにおいては、市民の範囲、意見表明能力、参加意欲、対話を通じた公共利

益と価値の共有、行政官の説明責任などの諸点が、熟議民主主義での市民参加を実現するために重要である、

としている。そして、小グループや全員出席による討議、非公式のネットワーク、参加者の意見反映といっ

た民主的参加プロセスがもっとも熟議の理念に合致していた、と述べている(同p.563)c 

この、実践により示された知見を参考にしながら熟議民主主義をめぐる考え方を整理してみると、熟議民

主主義とは、ダールが言うような民主的行政手続によって住民参加の機会を確保し、そこに民主主義の意味

を見出そうとし寸形式主義から脱して、マイノリテイも含め、多層な市民に政策形成過程への参加を求め、

そこでの高まった議論を通じて問題点を整理し、課題解決に向けて参加者相互が政策上の妥協策を探るとし

た理論であると理解できょう。その場合、熟議民主主義を主張する論者が言うように、参加者はお互いの意

見を尊重し、コミュニケーションを高め、デスカッションを盛んに行うことで、住民参加の内容を高め、民

主主義を意味あるものとすることができると理解するo

したがって、熟議により施策の正当性や正統性を調達するには、意見表明者相互の敬意と討・議を通じての

相互の変容、また、意見集約を基軸とした環境整備が求められよう。

つまり、住民参加における住民の範囲は「多元主義論jの利益集団より広く、公共性を主張し、決定によ

って影響を受ける全ての人、と規定できるだろう。

なお、このような熟議の考えに対して懸念もある。例えば、 Sunstein[2001]は、議論を重ね熟議を進め

る過程で、グループ化した人々には、熟議前の状態より議論が極端な方向に向う「グループの偏向化j

(Group Polarization)現象が一般的に見られる、と指摘している(同書第 1f.i)。

サンスティンが指摘する懸念のほか、わが国で賢主議をPIに取り入れる場・合、コストの増大、行政機関と住

民との対峠関係、住民と議会の関係、反対グループによる政治的影響といったような諸点にわたる問題や懸

念もある 131。

一方、こうしたことには反論もあろう c 例えば、コスト論議に対しては、熟議を経なかったことで政策決

定後に住民から反対運動が起こり、政策がストップした場合、その修復にかかるコストと熟議にかかるコス

トとの比較が必要ではないか、といったことや、多くの住民が参加することでその活動に対し外部認知を得、

また、第三者的ファシリテータの配置などによって活動を客観化させることで懸念の回避はできるのではな

いか、といったことである c

いずれにしろ、これらの問題なり懸念は熟議民主主義を否定することに繋がるものではあるまいc

ところで、これまでわが国での都市計画行政での住民参加の実態は形骸化しているといったことが多くの

識者から指摘されていた110 また、最近では、宮川 [2004]によって、大沢野・富山南道路のPI事業で、住
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民意識変化の分析から、事業初期段階で、は事業活動に対する認知や|期心が高まるものの、進行段階では理解

の上昇にまでは結びつかない、といった研究報告がなされている (pA14)。

そこで、次に、民主主義の理念から住民参加の意義を説き、その成熟度を示したアーンステインの「住民

参加のはしごJ8段階の基準を用いながら、熟議民主主義の視点で住民参加の実態を分析してみよう。

N.都市計画に見る住民参加の実態

1 .国交省の門

まず、国交省の進めるPIの事例として、冒頭の第 I章2.(3)で例示した関東地区での東京外かく環状道

路(関越道~東名高速間)、横浜環状北西線、思田元石川線、また、関西地区での京奈和自動車道大和北道

路、大阪湾岸道路(西伸部)、大阪都市再生環状道路-淀川左岸線延伸部をみてみたい。

それぞれの事業概要は表 1のとおりである。

また、これらを行政関与・住民関与の度合い、行政意向・住民意見の強さを基準に分類すると図3のよう

に分類できる c

住民関与
(強)

住民意見反映行政意向 . 
(強) し 一一一.. (強)

行政関与
(強)

図 3 PIの分類
(市/i.作|ヌJ)

「道路計画合意形成研究会jの提言書 (2001年10月)がモデル事例とした東京外かく環状道路事業は、専

ら関係自治体の住民代表、図、都との三者による会議を中心に進めており、住民代表者を通じて住民意見を

反映できる「代表者会議重視型jとして分類できょう c

これに対し、関商地区での大和北道路事業、大阪湾岸道路、大阪都市再生環状道路はともに、行政選定の

有識者委員会によって進められ、また、委H会がヒアリングやインタビューを行い、最後に委員会が提言を
発表するというプロセスである口委員会の事務局は行政であることから行政の意向や関与の強い「有識者委

員会重視型jに分類できょう巴

また、横浜環状北西線事業は、 PI手法の助言、評価を行う有識者委員会の指導の下、オープンハウスの開

設、地域住民と行政との意見交換などの形式を重視した「オーブンハウス重視型jとして分類され、さらに

は、ガイドライン発表以前からPIに取り組んでいた恩田元石川線事業は、構想から都市計画決定段階まで約

10年の期間を要しながら、各段階で市民アンケート調査を行い、地域住民との意見交換や説明会を重ねた

「アンケート調査重視型jとして分類できょう c

このように各事-業でのPIの取り組みは多様であり、試行的である。

これらを情報提供(公開性・説明責任)の而で-見てみよう。

どの事業も、紙媒体では建設規模(道路延長)、位置など事業概要程度の情報提供であるが、一方、ホー

ムページでは(有識者)委員会に提出した資料、議事録をできるだけ開示している D とはいえ、第三者が介
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在しながら住民に情報提供を行い、また、住民が求める情報を独自に提供している状況ではない。有識者委

員会は第三者機関の位置付けとはなっているものの、行政が事務局を担っており独立機関でないことから、

第三者の立場で情報を収集し、あるいは情報内容を評価し、住民に情報提供する立場にない。

ちなみに、オレゴン州では事業者が詳細な情報を提供しているほか、全米に組織されている環境NPOであ

る1000Friendsなどが環境影響評価で問題点を提示し、意見を述べ、住民に情報提供している。

情報提供のケースとして「オープンハウス重視型jに分類されている横浜環状北西線事業を見ると、情報

提供の媒体は広報紙、パンフレット、 HPであり、その内容は事業概要程度である。同事業の事務局が2003

年10月に実施したアンケート調査では、構想を知った手段として約7割の人が広報紙 I広報よこはまjをあ

げている。また、2004年12月16日に開催された同事業の有識者委員会においても、事務局は広報紙で概要を

知らせ、自治会との会合・オープンハウス等で内容を説明していると、答弁している D

しかし、自治会との会合は約 1年半の期間で延べ35ヶ所で行い、出席者は 1ヶ所当たり平均約30人程度と低

調である c オープンハウスも同様に 1日1会場平均30人前後の入場者で低調である。内容説明を受ける住民

の範囲は狭小であり、広範囲の市民が事業構想、を実現させる際の課題を共有しながら議論するシステムとは

なっていないようである。

また、「代表者会議重視型」の東京外かく環状道路事業のケースでは、代表者会議の協議員に対しては詳

細な情報が提供されているが、一般住民にとっては知りたい情報を直接取得できるようなシステムではない。

とは言っても、「喜多見ポンポコ会議jのように協議員による住民への情報提供や活動例もあるが、しかし、

その影響範聞は狭く限定的であるo

[アンケート重視型jの思田元石川線事業、[有識者委員会重視型」の関西地区の 3道路事業は、いずれ

も一般住民への情報提供は事業概要程度である。

こうして見てくると、 HPで詳細な情報提供をしているケースもあるが、それは一方通行であり、また、

オレゴンのように事業資金の調達、事業効果、デメリットも含めた論点整理、修正手続きなど具体性ある内

容ではない。どのケースも、論点整理された情報が市民に提供され、議論を高めるような密度ある情報を提

供するシステムとはなっていない。

次に、議論の熟度面を見てみよう。

「有識者委員会重視型」の関西地区の道路事業での議論は、有識者委員会内での委員発言にとどまってい

る口有識者委員会は、住民と行政との聞に入って、住民の疑問に応えるアドバイザー的役割を果たしている

ものではないc つまり、住民が委員会に参加して議論を重ねるシステムともなっていない。

一方、「代表者会議重視型jの東京外かく環状道路事業では、運営方法の意見交換をした rPI外環協議会

(仮称)準備会jでの議論を踏まえ、 rPI外環沿線協議会Jを設立し、 42回の開催により事業効果などについ

てまとめ、さらに、これを引き継ぐ形で2005年 1月に rPI沿線会議jを設立し、行政当局と住民代表とが議

論を重ねているo 住民代表とはいえ、このように住民と行政が回数を重ねて議論を行っているケースは例外

であるc

他の横浜環状北西線事業、恩田元石川線事業での「住民意見交換会j では、 1 ヶ所10~30人程度の参加と

なっている。

住民意見は、アンケート、ヒアリング、公聴会によって聴取されているほか、地域事情に応じて沿道地域

インタピ.ユ一、住民意見交換会なども行われている。

これらの方法のなかで、関西地区の道路事業でのアンケートは、沿線住民のほかドライバーも対象範囲と

している 15:。しかし、これらの回収率は表 1に示しているように相対的に低い。また、質問項目は各ケース

を通じて類似しており、構想の認知、現在の道路交通事情、整備の必要性・期待する効果については共通項

目となっている。各事業構想の独白性を発揮するものとはなっていない。

また、恩田元石川線事業以外は事業内容を問うアンケートとなっているが、どれも最初に構想の一般的概

要を簡単に述べた上で、行っているだけで、事業構想のマイナス面も含めた情報は事前に提供されていない。
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したがって、問答者は、マスコミからの的手Itも含め、主観的判断によって回答しているものと思われる D こ

のことは、例えば淀川左岸線延伸部事業のアンケート回答の I~I 山記述欄で整備費用や効果、必要性などに関

する情報を求める意見が多いことからも窺えるIti，。

「有識者委員会重視型|で行われているヒアリングの対象者は、利益団体や市民団体(多くは自治会)な

どから行政事務局が選定した代表者である。関西地区のケースを見ると、そこでの意見は総じて 8割以上が

賛成意見で、反対意見は少数である。

公聴会は大阪都市再生環状道路事業、大和北道路事業と思ITI元石川線事業の 3事業において公述人の応募

方式で行っている。どれも公述人は10~14人で、 1人10分程度の発言となっている。なお、思旧元石川線事

業では、公聴会での意見に対して紋切り型ではあるが行政からIill答を行い、その公表もされているが、他の

2事業では、発表された少数意見が有議者委n会でどのように評価されたのか不明である口
沿道地域インタビューは、有識者委.0と沿道周辺の自治会などとの意見交換会として大阪都市再生環状道

路事業、大和北道路事業、 j前浜環状北西線事業、.恩田元石川総事業の 4事業で:'frわれている。どのケースも

出席者は 1 日 l 地区あたり lO~20人程度である。意見に対する有識者委員なり行政からのフィードバックは

公表されていない=

こうして見てくると、東京外かく環状jIT路事業のPIプロセスでは行政と住民が課題分析・解決に向けて議

論を重ねているが、他のPIプロセスでは行政と住民間との議論は熟度を増しているとはいいがたいようであ

るD ちなみに、大阪都市再生環状道路では有識者委員会で、の議論が進んで、いる2006年2月24日から 5月12日

の問に市民から意見が寄せられたのは l件だけという 17ご

先進的にPIに取り組んでいる国交省であるが、以上を概制する限り、ダールが5つ提示した手続き民主主

義の規準のうち「①実質的な参加Iの規準をかろうじて満たしているものの、「③政策とそれに代わる案を

理解する可能性jまでにも至っていないと言-えるだろう c ましてや、住民間でのコミュニケーションが高ま

り、熟議が成立するような状況ではなく、情報提供面や、住民参加の熟成度から、まだ住民関係者、利益団

体に構想の周知を行っている段階と言えるのではないだろうかの

これを「住民参加のはしごIの基準にあてはめて見ると、市民間で議論も巻き起こらず、市民力を発揮で

きる状態ではないことから、第2、第3段階と言ってよいだろう口

2.住民参加の実態調査

では、都市計画関係の行政職員は住民参加をどのように見ているのだろうか、また、住民参加の実務の多

くは自治体行政職員が担っていることから、自治体行政職nから見た住民参加の実態は「住民参加のはしごj
からすればどの段階なのだろうか。

これらを明らかにするため、筆者らが200'lir:7月に実施した!地方分権改革の影響等に関するアンケート
調査jのデータの一部を利用しながら険HiEを行おう l/i : 

この調査では、対象とした近悦21仔4県の人口規模8万人以上(住民基本台帳による人口)の49市におけ

る都市計画関係事務の所管課長のうち44市から138票の回答を得た(団体回収率89.89u。なお、人口の規模

に関係なく、各市へ一律に 5m;郵送し、市長に都市計画関係北長への配布を依頼したため、実際に配布され
た調査票の総数は把握できていなLγ)。

まず、凶4は、都市計画等を策定する際、様々な住民参加lの方策がある中で、行政職員は、それらが住民

意向を者[sr!iiIl画に反映させるため、どの税度効果を発陣していると考えているか、に対する質問への回答で‘

ある。これによると、住民参加の手法として効果あり、としている高位3項目が「①出前講座J88%、「⑥

ワークショ yブ1. I'I・市民アンケート!79%、1:玄}懇談会・ヒアリングJ74%、となっている口低位3項

目が「⑭惚数案を提示する計画アセス方式の導入J37% 、 I(~)公聴会J 42%、I(!Q'都市計画審議会J48%とな

っている。
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ロ効果あり 回どちらとも 口効果なし l 
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図4 住民参加手法の効果と実施の有無

(北原他 [2005]p.88) 

これによると、公聴会などはあまり重視しないで、討論のない、行政からの情報提供が一方通行に終わり

そうな出前講座、アンケートなどを重視しているようである。

この点につき、川上光彦教授(都市計画)が1998年12月に行った全国532市区町村を対象とした調査でも、

回答数の内住民参加の形態を「アンケートjとした自治体が90%、「説明会jとしたのが70%といったよう

に、行政と住民が双方向で意見を交換するのではなく、住民から行政への一方通行の意見表明、行政から住

民への一方向の説明が大多数であった、と指摘している1九

また、この実態調査とは別の北原 [2005]では、都市計画を進める中で都市計画担当部課長が直接住民と

接する頻度は「半年に数回J. i 1年に数回J. iほとんどないjを合わせて45%であり、残りの人は i1 

日に数回J. i 1日に 1回程度J. i週に数回」であり、しかも、接触の方向としては、「住民から求めて

くるjが47%、「住民と行政からとほぼ同じjが30%であった、とする報告がなされている加。

これらの実態をみても、都市計画行政職員は積極的に住民と接触しないで、アンケートなどで市民の意向

傾向を把握しようとしている様子が窺えるc

次にこれを得点化したのが図5である。ここでは、 O大いに効果がある 2点 。やや効果がある l点

④パブリックコメント隔

⑤公聴会

⑥ワークショップ

⑦計画提案 h

⑧計画策定委員会

⑨シンポジウム

⑩都市計画審論会

⑪計画アセス方式 l掴

。 20 40 60 80 100 120 
図5 住民参加手法の得点

計算式=ヱ(ポイント XIIl11手数)+1りl答総数XIOO

(北原他 [2005]p.89) 
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0どちらとも言えない O点。あまり効果がない ー 1点 。効果がない -2点 として得点を付与し、

それぞれの回答数に得点を乗じて得た点数を回答総数で除してそれぞれの方策につき得点を算出した。

これによると、「①出前講座J. r⑥ワークショップjの項目が手法として効果があると考えるもののポ
イントが高い。 r⑥ワークショップjが高得点を取得しているが、それに続くのが「③懇談会J. r⑦計画
提案jとなっているところから、ポイントでは、住民との意見交換を取り入れる手法が効果の高いところに

位置している。しかし、その実施状態では、「⑥ワークショップJ. r③懇談会」の実施率が約 4-5割で
あるものの、住民から意見の成果物として提出される「⑦計画提案jは約3割と低率になっている。

ただ、本間での「⑦計画提案」は、その内容を定義していないことから、都市計画法による提案以外の計

画提案も含めての回答もある可能性がある。別の調査の北原 [2005]では、 2002年の都市計画法改正による

民聞からの都市計画決定の案の提案について実施状況を問L、ているが、ここでは提案事例があったとする自

治体が1.9%、非公式の打診・接触があったとする自治体が5.2%で、提案はなかったとする自治体が91.4%

と報告されており、これによれば、約 1割程度の自治体しか提案制度を積極的に扱っていないことが窺え

る。

一方、 30万人以上の人口規模の自治体では、提案事例があった、非公式の打診・接触があった、とする回

答を合わせると21.5%となっており、人口規模の大きい市では約2刻を超えていることが報告されており 211、

こうした点、北原他 [2005]の調査と若干差異がある。

いずれにしろ、この側面を「住民参加のはしごjから評価すると、「⑦計画提案jでさえ実施率が低く、

行政から住民への一方向の説明の実施率が高いことから、第3段階程度と言えるだろう。なお、全国の都市

計画提案数としては、 2006年3月末時点で47件と報告されている 2210

次の表2は、「公聴会の意見は公表しているのかjの質問に対する回答である。これによると、何らかの

形で公表している、と回答した人が全体の54%である。

しかし、これを人口規模別に見ると、 10万人未満の市では、 f公聴会の意見を公表していないJと回答す

る人の割合が他の人口規模の市より圧倒的に多い。そして、人口規模10万人台、 20万人台の市では「所管課

に問い合わせれば公表Jとする回答が40%台である。

この実態調査でみる限り、人口規模が大きい市では公聴会の意見を公表しようとする姿勢が窺えるものの、

小規模自治体では消極的な扱いとなっている。

表2 公聴会で出された意見の公表

( 1 布 2 で 3 合 4 5 6 
団 回 、、__， 公 わ 無

体 会E主~ H で市 表所 せ市 公 回

数
者数

P 公広 管 れ民 表 そ 答
、-" で 表報 課 ぱが し の

公 章氏 作 公所 て 他
表 ( 成 表管 い

全 の 課 な

世 チ い

人口規模 帯 フ 間
配 :ノ し、

10万人未満 (5) 11 100% 9'!1i 9% 的 2 18% 5 45% 2 18¥ 17 

10万人-20万人未満 (14) 20 100% 5% 的 的 9 45% 5% 9 45% 37 

20万人-30万人未満 (5) 10 100% 2 2侃 悦 ~ 4 40% 1 10% 3 30お 16 

30万人以上 (8) 20 100% 7 35% 5% 2 10% 3 15% 2 1側 5 25% 17 

2十 (32) 61 100% 11 18% 2 3% 2 3% 18 30弘 9 15% 19 31% 87 

(再掲) 61 100% 15 (25%) 18 30% 9 15% 19 31% 87 

(再掲) 61 100% 33 (54%) 9 15% 19 31% 87 

(~tMi他 [2005] p.96) 

これに関連して、公聴会で出された窓見が審議会でどのような取り扱いをされているのかを見たのが表3
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である。

これによると、審議会に対して紹介されたかどうかは不明だが、人口規模に関係なく、大半の市では公聴

会の意見は審議会に反映されていない。

これらから、討議の前提となる公聴会にしても、また、そこでの意見の取り扱いにしても、形式的に扱わ

れている様子が窺える。

さらに、公聴会での意見を公表していない市もあり、こうした市では公表面からも市民間でのコミュニケ

ーションを図る環境整備とはなっていない。

これらから、公聴会の意見の扱いは「住民参加のはしごjから評価すると、第3段階程度と言えるのでは

ないだろうか。

表 3 審強会での公聴会の意見の取り扱い

( 2 3 4 な 5
団 回 い 無

体数 答者
8 5 少 全

答回。 。 。 し 〈
) 数 。 与も 9も

映反
反

呼6 反
映反

映
反 映 し
映 て

人口規棋 い

10万人未満 (5) 7 10~ 1 14% 的 3 43" 2 2蜘 1 14% 20 

10万人-20万人朱満 (11) 14 10偽 7民 1 7" 3 21" 8 57% 1 7% 42 

20万人-30万人未満 (5) 9 10m. 1 11% 3 33% 1 11" 4 44" 側 17 

3Q万人以上 (5) 7 100% 倒 側 4 57% 3 43% 叫 22 

E十 (26) 37 100% L~ 8%1 4 11" 11 30% 17 46% 2 邸 101 

(北原他 [2005]p.95) 

では、公聴会の会場は、物理的に市民間でコミュニケーションをとれる設営になっているのだろうか。会

場はどの程度の規模であり、また、発言者はどの位置から意見を述べているのだろうか口表4、表5は、そ

の回答の集計である c

これによると、多くは100人未満の会場で開催されている。フェイス・ツゥ・フェイスの距離で議論をす

るには適当な広さと思われる。

しかし、発言の位置は「舞台J、「前の発言席jからが全体の24%であるのに対し、 I自席から発言jとす

る回答が52%となっている。発言者が前方の位置から意見を述べれば、聴衆は発言者の表情がわかり、発言

者も会場の人たちの表情がわかるが、公聴会の会場はそのような配置になっていないようである。学校教室

の形式で、討議しにくい設営になっていると思われる。

こうした物理的環境整備面でも、せいぜい住民の意見を聴く程度である「住民参加のはしごJでの第4段

階と言えるだろう D

表4 公聴会の会場の規模

に~
( 

未塙高田Azn b 1 -1 

上以 2 3 
団 回 無
体 答

舎の明。o 1 他その 回
数 者 筈
、句J 数

人 人

10万人未満 (7) 17 100% 4 24% 4 24% 9 53% 10 

10万人-20万人来満 (16) 28 100% 6 21略 8 29% 14 50% 28 

20万人-30万人未満 (7) 15 100% 7 47% 7% 7 47% 11 

30万人以上 (9) 18 100% 7 39% 6% 10 56% 11 

計 。9) 78 100% 24 31% 14 18% 40 51% 60 

(，jt1JH他 [2005]p.93) 
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表5 公聴会での発言の場所

( 1 2 3 4 
団 回

無答回体 筈

舞台尭言
一

著者席
他のそ数 者

前番発露
、、d 数

人口規模

10万人未満 (5) 9 1∞% 。崎 0% 8 89% 119も 18 

10万人.....20万人未満 (15) 22 100% 4 18% 3 14% 9 41% 6 21% 34 

20万人.....30万人未満 (6) 11 100% 9特 2 18% 5 45% 3 21% 15 

30万人以上 (8) 12 100拍 2 17% 8号も 6 50% 3 25% 17 

富十 (34) 54 100% 7 13% 6 11%1 28 52叫 13 24% 84 

(北原他 [2005]p.94) 

このようにこの実態調査を見てくると、都市計画行政の実務サイドでは、住民の関与を積極的に求めてお

らず、形式的な住民参加となっている様子が窺える。

もっとも、行政職員の意識においては、都市計画等の策定や計画策定後の事業実施において、約8割の人

は地域住民.NPOとの連携の必要性は認めており、住民参加の重要性を認識していることは指摘しておかな

ければならない(表6)。

表6 地域住民・ NPOとの連携の必要

( え2 lま3
団 回 な 感 無

体数
答者数

必 いど なじあま 答回
要 ち

、句-" で b いり
あ と 必

人口規模 る も 要
ー局 性

10万人未満 (8) 22 100% 17 77'10 4 18'10 5% 5 

10万人......20万人未満 (17) 48 100% 36 75'10 12 25'10 。% 8 

20万人......30万人未満 (8) 25 100弘 22 88% 2 B% 4% 

30万人以上 (11) 27 100% 18 67% 6 22% 3 11% 2 

計 (44) 122 100気 93 16% 24 20% 5 4お 16 

(北原他 [2005]p.99) 

以上のように、角度を変えての実態調査からしても、住民参加は「住民参加のはしごjの第2、第3の形

式的な段階であることが分かつた。これまで多くの識者から住民参加の形骸化が指摘されてきたが、これを

覆すものはなかった。また、住民参加の中にコミュニケーションを高め、住民合意に向けて熟議を図るよう

なプロセスも見られなかった。

v.まとめ

分権改革の進展に伴い、自治体では住民参加による創造都市的施策への関心が高まっている。

国交省においても、分権改革に合わせて、「都市型社会jでの住民参加システムを順次整備してきた。 PI

はその一環である。

本稿では、熟議 (Deliberation)の視点から「住民参加のはしご」の基準を活用しながら、国交省のPIや分

権改革後の都市計画での住民参加をめぐる実態を分析し、その熟度を検証してきた。

そこで明らかにしたように、分権改革後といえども行政と住民間の議論の熟度は高まったものではなかっ

た。又、国交省が積極的に取り組んでいるPIは、事業構想を市民に周知させる程度に止まり、議論を巻き起

こすところまでには至っていなかった。
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その原因として、施策目標を住民に抗示するプロセスにおいて、住民の受ける情報部:の少なさ、住民間で

議論できるテーブルの未整備、参加の形式を近視した運営なとsの点をあげることができょう。

既述したオレゴンでのPIマネジメントは、州政府からメトロ、ポートランド市に至るまで、円効果を高め

るシステムとして整備されていた。

また、サシステインが想定した市民主導の取り組みは、行政と市民が目標を一体化させながらの協働事業

であった。

行政は、意思形成過程のどの段階で正当性を調達し、どのような成果を期待するのかを明確にし、また、

目標に向かつて住民と協働し取り組まなければ、結局、住民参加は手続き上の形式的なものに終わるのかも

しれない。

熟議民主主義の理論はそれを整理する理論で・ある。

実態調査で明らかにしたように、行政職nは住民参加の重要性を認減している 2 となれば、熟議民主主義
的視点を行政現場に提示する文脈において、まず、住民参加の内容や質の向上に向けた仕掛けができるので

はないか、と考える。

ただ、具体に熟議ある住民参加を進めるには、効率性や安定性、議会との関係、早期の情報公開、そして

議論の公開、討・議に向けた具体的環境護保jなど、住民参加を実質のものとするための具体的方策について議

論する必要があるつ今回は熟議民主主義理諭の視点から実証レベルでの現状分析にとどめ、派生する諸問題

については別稿とした~.、

[注}

1 )例えば小(jiM!illlj' (H~'í'l'，':)では、;;;削 n~1えを i父|りながら、地域fU._;からえ: fじでtihii を i舌 JH したまちづくりのも!ft~がなさ

れ、それを[11]' 全体で・Wf~化させ・ているし、 Iならまん 1 (宗良市)では、 NPOベ-'(H~PJ-l体が街並み;片側の保全、奈良のl反

lと、文化のJilflといったコシセブトで Iならま九 ぴ)!If 'l:_、i首位化にlil]けて、それぞれ独自に活肋しているι このよう

:こ、行政は午~(1' i行と!占的でまちづくりにlr{:) ，Hむことで、自1;市戸'-j11IIのハードlilIのみならず、制M:、I;Hたなどのソフト施
取に直J主i1~:こ~~~;~\~を yi:ますことができ、 iえ It~ そりることがWF寺できる

2 .1 Deliberativc DC I1lωracyの，J~ ，}i

It，;~ (討) 1;よデモクラシー|など様々である 4 本町;jでは、 DeliberationO)1;1~I;n として、おそらく全IJqで初めて I熟議j を

公的に使川した I(j t i'J'i] i まちづくり )I~-1，:条例ドド成15:j:伊丹市条例的 13Jけの山川例に従ったr

3) http://www.f11wa.dOl.gov/reportslpittd/contcnts.htl1l 

4 ‘佐々木口~19991 pp.90 -100参rι

でき~':11;1 _/.... 

5: 1960;ffにのγ メリゾJのおi;dillf)発、また、そ ιつ')，J!'{ を :77; まえた 1970 íl'-代以 1;手のおli i] n:ll 発、 CDBaについては f大本 [1997~

pp.13-271幻lR1 ニこで:土、 1'1dif{:、企工、 :_i ~ ."1 二テ f1I日発公干1: ICDCs: 、 NPO 、 Ilî民などの多川の ì~ 休が多似な形態

でパートナーシッ 7 を ír~JN.L、者1;1I;'I;;j'1止をLっていふことが郁子「されている，

61 アメリカにおける hl院の必二M.'.ik定j位 r11 ベペj."i~: ， 'i に対する j~IL市について、 I':;~'I品J [2002J p.192は、「多Jl:i:.~'~j11\JíiJ 「公

!モ選択論J . ;" %.Ji多Jl:i ~ .i¥:'i命j 「公!~!'I~JJI，: fII;!jlL命Jに分JfiLている 1

を基~ta: に L て、多 Jl:(1ドJ;な利益集7 )常同 [2002~ :土、このダールの理~:命について、ブルーラリズム 1.Pluralisl1l:多Jt:，i;i)

tllが同等の条件でヲIJ!I~て技争する h政市11'文こそが III も公益実札に市 tj- する、 とした埋みであると性用Lている

(p.1921旬

8: li司f日 [2000]p.95. 

9 )江藤 [200，1]pp.日5H..160は、多 Jt: 主A，，~，ì: よ千IJl，(f. ~と卜JI;;:~ )己主義であり、 InJ.~:il附 i)~過程の公正'I~t に心 11 L 、 11~1 人を干等

な市民とみなす多数ìj~!( i:+義がi事前される、と "f(llIiしている

10)結原 [2004]pp.107 -108、モ利 [2002]pp.78 -87 

11) 'i片岡 [2002] p.195" 

12)江藤 [2004] p.168は、tIi政主義の用 ci~~ を世 I jJ している
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13) Irvin and Slansbury [2004] p.58、Jessop[2000] pp20 -23、新川 [2004]p.35参照。

14)例えば、行政法学者の阿部 [1992]は、お1;r!i ，1I'両の周知にしても住民が各純の計画を知るのは広報誌や庁舎の掲示板

であり、情報に触れる機会が少ない、また、縦覧に行っても分以いすf:f:IをJJIl併することは困難であり、コピーも取れな

い、立見書のJ1HI\も提出期間がi刷、ことから JDJ4をまとめる Ih~':UIJ 的余裕がない、意見引:を提出しでも帯議会での議諭が

不明であり、どのように扱われたのか分からない、といったことを指摘している (pp.542・545)。

都市計画行政の官僚として現場経験をもっ小川 [2000] も、 -fl主的に-.-fって、都市計戸!j行政は、計両院〔論を住民に理

解させる努力を払っていないのではないか、住民側に立った住民参加のマニュアルを作成していないのではないか、と

いった問題点を指摘している (pp.20・23)。

15)人口に対する411HI¥率は、アンケートごとに民なっており、統一基準によるものではなL、C

16)節目同淀川左作線延伸部有識者委fi会議事Hでの資料2-1(1)。

17)第20岡淀川左!日線延伸部千1・品持委民会議-'F録での資料3、資料40

18)調査項目など全体の調査内容については北原他 [2005]参照。

19) 111.1'， [1999] p.139" 

20)北原 [2005]pp.66 -75む

21)北原 [2005Jpp.60 -610 

22)京 [2006] p.57 c 
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